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■「職場のハラスメント防止法を作ろう！」 

 集会にご参加ください！ 

11 月 22 日(木)18:30～＠連合会館２階大

会議室にて、日本労働弁護団主催で「職場のハラ

スメント防止法を作ろう！」と題した集会を行いま

す。日本にはハラスメント行為を一般的に規制する

法律が存在しませんが、セクハラ、パワハラ、マタハ

ラ、さらには上司や同僚以外の第三者（例えば、客

や取引先）からのハラスメントなども一般的に規制

する法整備が求められています。 

本集会では、労政審での議論状況や各労組にお

けるハラスメント防止の取り組みを労働組合から報

告していただいたり、セクハラやパワハラの被害者やそ

のご家族から深刻な被害の実態と規制立法の必要

性について訴えていただく予定です。 

なお、日本労働弁護団では、今年３月に「職場

のいじめ・嫌がらせ防止法の立法提言(第１次試

案)」を発表したほか、８月には「職場のいじめ・嫌が

らせに対する立法を求める意見書」を発表し、ガイド

ラインではなく法的義務を課す立法を行うべきである

ことなどを指摘しています。ホームページから見ること

が出来ますので、こちらもぜひご確認ください。 

ハラスメント防止を進める気運が高まっています。

左記の署名とともに、取り組みを強めていきましょ

う！ 

■パワハラ禁止法制定の署名にご協力くだ

さい！！ 

９月から、労政審でパワハラ対策の議論が始まり

ました。労働側からはパワハラ規制の法整備を求め

ていますが、経営側は、パワハラの法整備はせず「ガ

イドライン」を作って企業に自主的な対策を求めるの

が現実的だと主張して、法整備に反対しています。

しかし、ガイドラインでは強制力もなく、実効性は期

待できません。 

他方で、ILO は 2019 年の総会で、セクハラ、パ

ワハラ、マタハラだけでなくあらゆる形態のハラスメント

を含む「仕事の世界における暴力とハラスメント」を禁

止する条約を採択する予定です。世界がハラスメン

トに対するより厳しい規制へと動く中、日本だけが取

り残されていきそうな状況です（なお、ILO が実施し

た 80 カ国調査では、「職場の暴力やハラスメント」

について規制を行っている国は 60 カ国ありますが、

日本は規制がない国とされています・・・）。 

そこで、日本労働弁護団では、パワハラ禁止法

の制定を求めるネット署名を開始しました！具体

的には、①パワハラが禁止される行為であること、②

企業はパワハラ対策の措置義務を負うこと、を明記

した法律の制定を求めるものです。 

ご自身が署名することはもちろん、つながりのある

方・団体に署名の呼びかけをお願いいたします！  

http://ur0.work/Mu9I 

#パワハラ禁止法を作ろう  

で広めてください！ 
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